様式第１号（第６条関係）

○○年度島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費
補助金交付申請書
	
第　　　号　
　　年　　月　　日　

　島根県知事　　　　　　　様


法人所在地　
法人名　
代表者職氏名　


　○○年度において標記事業を下記のとおり実施したいので、島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　交付申請額　　　　金　　　　　　　円
２　事業計画様式その１　　別紙（１）のとおり
３　事業計画様式その２　　別訴（２）のとおり
４　経費所要額調書　　別紙（３）のとおり
５　収支予算書　　　　別紙（４）のとおり
（添付書類）
・見積書写し
・その他参考となる資料



別紙（２）（様式第１号関係）
事業計画様式その２
	申請代表法人名
	

	担当者名
	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	
	メールアドレス
	




	事業内容

	１．事業区分


２．事業内容（具体的に記載すること。）



３．期待される効果




	対象経費支出予定額の内訳

	






	事業実施スケジュール（予定）

	（※令和７年３月７日までに事業が完了するものであること。）










別紙（４）（様式第１号関係）

収　支　予　算　書


１　収入の部
	区分
	予算額（円）
	備考

	
県補助金

事業者負担額

寄付金その他の収入額

	







	








	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部
	区分
	予算額（円）
	備考

	報酬
給料
報償費
職員手当等
共済費
旅費
役務費
使用料及び賃借料
委託料
需用費
備品購入費
負担金
	








	









	計
	
	


（注）補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。
　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。

様式第２号（第７条関係）

○○年度島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業
変更承認申請書

第　　　号　
　　年　　月　　日　

　島根県知事　　　　　　　様

法人所在地
法人名
代表者職氏名


　　　年 　月 　日付け指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり変更したいので、島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費補助金交付要綱第７条（１）の規定により、その承認を申請します。
記
１　変更する理由


２　補助金交付変更額
　　　既交付決定額　　金　　　　　　　　円
　　　変更承認申請額　 金　　　　　　　　円
　　　差引増減額　　金　　　　　　　　円
３　事業計画様式その２（変更）
４　経費所要額調書（変更）　　
５　収支予算書（変更）
６　その他参考となる資料

（注）３～６は変更後の内容を、様式第１号に準じて作成し、添付すること。
様式第３号（第７条関係）

○○年度島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業
中止（廃止）承認申請書

第　　　号　
　　年　　月　　日　

　島根県知事　　　　　　　様


法人所在地
法人名
代表者職氏名


　　　年 　月 　日付け指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を中止（廃止）したいので、島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費補助金交付要綱第７条（２）の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の内容




２　事業の中止（廃止）の理由






[bookmark: _GoBack]様式第３号の２（第７条の２関係）

○○年度島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費
補助金概算払請求書

第　　　号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

島根県知事　　　　　　　様

法人所在地
法人名
代表者職氏名


　このことについて、　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　号で交付決定されたところですが、下記のとおり概算交付されるよう請求します。

記


　補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　円
　既交付額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　今回請求額　　　　　　金　　　　　　　　　　円














様式第４号（第８条関係）

○○年度島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業
実績報告書

第　　　号　
　　年　　月　　日　

　島根県知事　　　　　　　様

法人所在地
法人名
代表者職氏名


　　　年 　月 　日付け指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業の実績について、島根県協働化・大規模化等による介護事業所職場環境改善事業費補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業精算額　　　　　　金　　　　　　　　　円
２　事業実績報告書　　　　別紙（１）のとおり
３　経費所要額精算調書　　別紙（２）のとおり
４　収支決算書　　　　　　別紙（３）のとおり
（添付書類）
・納品書写し、領収書写し
・事業実施状況が分かる写真
・その他参考となる資料


別紙（１）（様式第４号関係）

事　業　実　績　報　告　書

	申請代表法人名
	






	担当者名
	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	
	メールアドレス
	


	事業区分（実施した取組にチェックをすること）

	□
	（１）人材募集や一括採用、職場の魅力発信

	□
	（２）合同研修の実施等人材育成

	□
	（３）福利厚生の充実や職場環境改善等による従業者の職場定着

	□
	（４）人事管理等のシステムや給与制度等の共通化

	□
	（５）事務処理部門の集約・外部化

	□
	（６）各種委員会の共同設置や各種指針の共同策定等

	□
	（７）協働化等にあわせて行うＩＣＴインフラの整備

	□
	（８）協働化等にあわせて行う老朽設備・備品の更新・整備

	□
	（９）経営及び職場環境改善等に関する専門家等による支援

	□
	（10）その他本事業の目的を達成するため、県が必要と認める取組


	事業内容

	（取組実績や事業実施により得られた効果について具体的に記載すること。）




	対象経費支出額の内訳

	




	事業実施スケジュール

	（事業実施スケジュール実績について、具体的に記載すること。）







別紙（３）（様式第４号関係）

収　支　決　算　書


１　収入の部
	区分
	決算額（円）
	備考

	
県補助金

事業者負担額

寄付金その他の収入額


	






	







	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部
	区分
	決算額（円）
	備考

	報酬
給料
報償費
職員手当等
共済費
旅費
役務費
使用料及び賃借料
委託料
需用費
備品購入費
負担金
	








	









	計
	
	


（注）補助対象として支出した科目ごとに記載すること。
　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。
